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東京都の特定（産業別）最低賃金の引上げを決定 
１  本日、東京労働局長（山田 亮）は、東京都鉄鋼業最低賃金など東京都にお

いて定められている６業種の特定（産業別）最低賃金のうち３業種の金額を６

円～１１円引き上げることを決定し、本日この改正について官報公示を行いま

した。これにより、同最低賃金は次表のとおり、本年２月１８日から改正発効

することとなります。 

平成２３年度 東京都の特定（産業別）最低賃金の改正内容 

最 低 賃 金 の 名 称 時間額（引上額･引上率） 発効日 

鉄   鋼   業   ８５２円（６円・0.71％） 24.2.18 

 自動車･同附属品製造業､船舶製造･修理業, 

 舶用機関製造業､航空機･同附属品製造業 

 

  ８３８円（６円・0.72％） 
24.2.18 

出   版   業   ８３８円（11円・1.33％） 24.2.18 

 

２ 東京都の特定（産業別）最低賃金については、改正の申出があった５業種に

ついて、本年８月５日に東京労働局長から東京地方最低賃金審議会（会長 安

西 愈）に対して改正諮問を行ったところ、１１月２１日に３業種について改

正の必要があると答申があり、同日にこの３業種について金額改正の諮問を行

いました。 

  同審議会は審議の結果、東京労働局長に対し金額改正等の答申を行い、東京

労働局長は、この答申を参考に改正することを決定したものです。 

  なお、上記の産業を含め都内の全使用者及び全労働者（派遣中のものを

含む。）に適用される東京都最低賃金は、既に２３年１０月１日から時間

額８３７円（引上額１６円、引上率１.９５％）に改正されています。 

 

３ 本年度改正されなかった下記特定（産業別）最低賃金の対象事業場について 

 は、東京都最低賃金８３７円が適用されます。（東京都最低賃金と特定（産業 

 別）最低賃金のうち、より高い方の最低賃金額が適用） 

 業務用機械器具、電気機械器具、情報通信機 

 械器具、時計・同部品、眼鏡製造業 
８２９円（0円・0％） 22.12.31 

はん用機械器具、生産用機械器具製造業 ８３２円（0円・0％） 22.12.31 

各 種 商 品 小 売 業  ７９２円（0円・0％） 21.12.31 



（ 参考 ） 

１  適用 

  特定（産業別）最低賃金は、東京都内の該当産業の事業場で働く労働者（派遣

中の労働者を含む）に適用されるもので、次の労働者を除き、常用・臨時・パー

トタイマー・アルバイト等の雇用形態、性、国籍等の区別なく適用されます。 

 

＊次の労働者は、東京都特定（産業別）最低賃金が適用されず、東京都最低賃金

（時間額８３７円）が適用となります。 

① １８歳未満又は６５歳以上の者 

② 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

③ 清掃又は片付けの業務に主として従事する者 

④ 業務用機械器具、電気機械器具、情報通信機械器具、時計･同部品、眼鏡製造業最低賃金に

ついては、手作業により又は手工具若しくは小型電動機械（卓上又は手持式

で使用するものに限る。）を用いて行う巻線、組線、かしめ、取付け、組立

て、刻印、みがき、選別、検査、包装、袋詰め、箱詰め又は洗浄の業務に従

事する者 

 

２  金額 

  次の賃金は、最低賃金に算入されません。 

  ①精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

  ②時間外労働、休日労働及び深夜労働に対して支払われる手当 

  ③臨時に支払われる賃金 

④賞与など１か月を超える期間ごとに支払われる賃金 

 

３ 特定（産業別）最低賃金の適用労働者数等 

最低賃金の名称 適用事業場数 適用労働者数 

鉄   鋼   業 406 10,543 

はん用機械器具、生産用機械器具製造業 1,004 16,567 

業務用機械器具、電気機械器具、情報通信 

機械器具、時計・同部品、眼鏡製造業 
4,700 134,066 

 自動車･同附属品製造業､船舶製造･修理業, 

 舶用機関製造業､航空機･同附属品製造業 
960 36,562 

出   版   業 2,797 55,067 

各種商品小売業 619 67,916 

合  計 10,486 320,721 

 

 


